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研究の概要： 社会の「ふつう」の基準から外れた人々――とくに障害者、長期疾病者、 
低学力児童、そして被災者――に光を当て、彼らが直面する社会的障害に関する知見と 

ゲーム理論・行動経済学・比較制度分析といった経済学の手法のみならず、障害学、 

法学、社会学といった社会科学全般の手法を用いる。また、実証分析も進める。 

通称 REASE（Research on Economy and Social Exclusion） 

研 究 分 野：社会科学 
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１．研究開始当初の背景 
社会はひとのために造られてきた。とはい

え、すべての人を等しく考慮するように造ら
れてきたわけではない。社会の構成員は、性
格、能力、資力等においてそれぞれ大きく異
なっているため、すべての人に便利な建物や
きまりというものはなかなか存在しない。い
きおい、「ふつう」の人に便利なものを造ろ
う、ということになる。 
 
２．研究の目的 
 この「ふつう」という言葉をキーワードに、
そこから外れた人々――とくに障害者、長期
疾病者、低学力児童、そして被災者――に光
を当て、彼らが直面する社会的障害に関する
知見とその軽減方法を探ることが本研究の
目的である。 
 
３．研究の方法 
ゲーム理論・行動経済学・比較制度分析に

加え、計量経済学を総動員し、障害学とも（と
くにその理念・ケーススタディの点で）連携
して行われる。 
 研究対象別に障害班、長期疾病班、児童班、
被災地班の４班を作ると同時に、社会的障害
の観点から班横断的なチームを作
る。”Nothing about us without us.”の精神に
則り、障害当事者で当該分野の一線の研究者
を加える。 

４．これまでの成果 
分析手法および対象が多岐に渡るため、以下
は代表的なものを班ごとに挙げる。 
 
（１）障害班 
国内での最大の動きは、昨年度国連の障害

者権利条約が日本において批准されたこと
である。同条約に盛り込まれた「合理的配慮
(reasonable accommodation)」という概念は
今後の障害者施策に多大な影響を及ぼすこ
とが予想される。 
 合理的配慮を通じた障害者の社会への包
摂については、ネットワーク外部性等ゲーム
理論を応用する形で理論的な支柱を確立し
た。 
 
（２）長期疾病班 
 長期療養者の経済的負担について調査を
実施し、その分析を行った。調査対象者の収
入は 420 万/年、自己負担額は約 26 万円だっ
た。そして、対象者の 6割が経済的負担を感
じていた。経済的負担のために治療中断をし
た患者は 6.6％、治療中断を考えたことがあ
る人は 13％だった。 
 この他、１，２に共通する分析として、サ
ーチ理論を用いた労働市場の分析では、合理
的配慮の程度等、障害者・長期疾病者本人は
分かっているが、雇用者に伝える術がない場
合に生じる情報の非対称性下でのサーチモ
デルの構築を行った。これを通じて、障害者
が「障害者」として一くくりにされてしまう
が故に発生する問題を労働市場の文脈で分
析することが可能となった。 
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（３）児童班 
 大学に進学できるかどうかの境界にいる
低学力層の生徒の学習行動の分析を行動経
済学の観点から行った。とくに生徒の先送り
行動についての自律が上手くできているか
どうかを分析した。e-learning のビッグデ
ータから得られた質の高いデータを用いて、
これまでにない日次ベースでの行動を明ら
かにした。 
 
（４）被災地班 

当該班は 2011 年の東日本大震災を契機と
して、その社会的障害の大きさに鑑み、急遽
作った班であり（当初の申請書には記載され
ていないものの、ヒアリングの段階で他と併
せてお認めいただいた）、緊急性から数量
的・理論的分析よりも実践とその効果の記述
的分析が中心を占める。 
 上昌広の研究室および松井彰彦の研究室
が、それぞれ医療、教育の分野で被災地（福
島県）と信頼関係を構築しつつ、様々な試み
を行い、実を結びつつある。上研究室は主と
して「長屋」の運営を通じた高齢障害者の
QOL の向上、松井研究室は高校とタイアップ
したメンタープログラムによる学習意欲の
向上、難関大学の受験者数および合格者数の
増加といった成果を見せている。 

 
５．今後の計画 
上昌広の長屋プロジェクトを通じた高齢

障害者の QOLの増進および松井彰彦および前
川直哉のメンタープロジェクトを通じた被
災地高校生の学力向上を図り、学問の実践と
定性的・定量的な結果の測定を行っていく。 
 障害班の最大の計画は実証チーム（金子能
宏、長江亮、森壮也）の追跡調査の実施であ
る。現在、調査票の改定を行っており、２７
年度中に調査実施見込みである。長瀬修と川
島聡は昨年度批准した障害者権利条約の国
内法や制度との関連の研究、熊谷晋一郎は当
事者研究、臼井久実子と瀬山紀子は障害者欠
格条項の研究、西倉実季は顔にあざがある人
が直面する社会的障害の研究、山下麻衣が社
会的障害の歴史研究、久野研二が障害者平等
研修に係る研究をそれぞれ行う。 

長期疾病班は予定の研究目的はほぼ達成
しているが、児玉有子、大野更紗、栗原房江、
吉野ゆりえが引き続き研究を深化発展させ
ていく。 

児童班はビッグデータの入手により予定
を超える研究目的の達成が可能となった（萱
場豊担当）。萱場は引き続きビッグデータを
用いた研究を深化発展させていく。さらに、
2014 年 10 月より中室牧子が新研究を開始し
た。ここでは、東日本大震災の被災地で貧困
世帯の中・高生に学校外教育クーポンを提供
している「チャンス・フォー・チルドレン」

と協働し、児童の認知・非認知能力、加えて
学校外教育の選択や進路選択にどのような
変化が生じるかをランダム化比較試験の設
計で明らかにする。 
 理論チームは、松井および In-Koo Cho に
よりサーチ理論の理論的な構築で３篇の論
文が完成し、４篇目に取りかかっていると同
時に理論モデルの構造推定の専門家である
Seung-Gyu Sim を招き、２年間で成果に結び
つける予定である。 
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